
 

標準開示フォーマット（特定非営利活動法人用）   

   

                             報告年月日  

                             報告者氏名 

                          当該法人における役職 

１. 組織情報 

■ 法人名称  

■ 所轄庁 

■ 主たる事務所の所在地  

■ 従たる事務所の所在地  

■  

■ 代表者氏名   

法人設立登記年月日   

■ 定款に記載された目的  
 

 

 

 

 

 

 

■ 活動分野          □保健･医療･福祉 □社会教育 □まちづくり 
            □学術･文化･芸術･スポーツ □環境の保全 □災害救援 
            □地域安全     □人権･平和    □国際協力 
            □男女共同参画社会  □子どもの健全育成  □情報化社会 
            □科学技術の振興   □経済活動の活性化  □職業能力･雇用機会 
            □消費者の保護     □連絡･助言･援助 

■ 事業活動の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定非営利活動法人三鷹ネットワーク大学推進機構 

 

 

この法人は、三鷹市民を始めとする広く一般市民に対して、民学産公
の協働の取り組みである「三鷹ネットワーク大学」を、 
(1) 大学・大学院レベルに相当するより高度な学びの機会の提供 
(2) 民学産公の連携による知的資源を活用した新しい技術やシス
テムの開発による地域に根ざした産業の支援・創出 
(3) 市民が地域社会で今まで以上に活躍するためのさまざまな知
識や手法を提供して協働のまちづくりの推進 
という視点を通じて、教育・研究機関等の知的資源を地域社会に提供
する事業を行うことで、多様な人材を育成し、活力があり、豊かで安
心できる市民生活の実現に寄与することを目的とする。 

東京都 

平成17年８年24日 

東京都三鷹市下連雀三丁目２４番３号 

清成 忠男 

■ 

■ 

平成23年10年14日 

事務局長 

大朝 摂子 

✓ 

✓ 

✓ 

(1) 大学・大学院ﾚﾍﾞﾙの講義内容を、地域社会に提供する「ｺﾐｭﾆﾃｨ･
ｶﾚｯｼﾞ」事業 
(2) 各教育・研究機関の正規の講義をｻﾃﾗｲﾄで行うｻﾃﾗｲﾄ･ｷｬﾝﾊﾟｽ事業 
(3) 各教育・研究機関と連携し、大学院ﾚﾍﾞﾙの講義を提供する社会
人大学院事業 
(4) 企業や自治体のﾆｰｽﾞに合った研修を提供する企業・自治体研修
事業 
(5) 産業の活性化や新規雇用創出に向けた実証実験実施などの「民
学産公」協働研究事業 
(6) 起業・就業支援やNPO活動支援などを行うﾋﾞｼﾞﾈｽ･ｲﾝｷｭﾍﾞｰﾄ事業 
(7) 新たな政策課題に関する調査・研究から政策提言を行う「まち
づくり総合研究所」事業 
(8) 市民の知的ﾆｰｽﾞに応え、地域に必要な人材を育成するためのｷｬﾘ
ｱﾃﾞｻﾞｲﾝ支援事業 
(9) 民学産公のﾏｯﾁﾝｸﾞのために、研究会や勉強会などを開催する
「協働ｻﾛﾝ」事業 
(10) 在宅での受講など、多様な学びの形態を支援するｅﾗｰﾆﾝｸﾞ支援
事業 
(11) 前各号に掲げるもののほか、三鷹ﾈｯﾄﾜｰｸ大学の構築・維持・管
理に関する事業 

（400字以内） 

✓ ✓ ✓ 
✓ ✓ 

✓ 
✓ 

✓ 

✓ 

✓ 

✓ ✓ ✓ 

✓ 



 

 

  公開用電話番号             ■ファクス 

■ ホームページ                 ■メールアドレス 

 

■ 常勤職員数 

■ 認定  □（認定NPO法人の場合は、チェックを入れ、以下の項目も入力） 

  認定年月日            認定満了日 

  □相対値基準  □絶対値基準  □条例指定  □仮認定   

 

■ 閲覧書類の添付     □ 定款 

 

 

 

 

 

    

 事業報告書 財産目録 貸借対照表 活動計算書／
収支計算書 

平成22年度 □ □ □ □ 

 

0422-40-0313 

http://www.mitaka-

univ.org/ 

info@mitaka-univ.jp 

8人 

0422-40-0314 

✓ ✓ ✓ ✓ 

✓ 

 

            ※閲覧書類がインターネットで公開されている団体につきましては、当該ウェブページのURLを御記入ください。 

 

 

http://www.mitaka-
mailto:info@mitaka-univ.jp


 

２．財務情報 

 

■ 事業年度（直近の決算）             

 

科目 特定非営利活動に係る事業 その他の事業 合計 

Ⅰ経常収益計 127,801,735 － 127,801,735 

 １．受取会費 3,970,000 － 3,970,000 

 ２．受取寄附金 1,460,000 － 1,460,000 

 ３．受取民間助成金 688,432 － 688,432 

 ４．受取公的補助金 50,617,285 － 50,617,285 

 ５．自主事業収益 4,538,110 － 4,538,110 

   （うち介護事業収益） 0 － 0 

 ６．受託事業収益 65,931,866 － 65,931,866 

   （うち公益受託収益） 65,931,866 － 65,931,866 

 ７．その他収益 596,042 － 596,042 

Ⅱ経常費用計 126,856,021 － 126,856,021 

 １．事業費 73,534,257 － 73,534,257 

  (うち人件費） 16,977,488 － 16,977,488 

 ２．管理費 53,321,764 － 53,321,764 

  (うち人件費） 44,418,239 － 44,418,239 

Ⅲ当期経常増減額 945,714 － 945,714 

Ⅳ経常外収益計 0 － 0 

Ⅴ経常外費用計 945,714 － 945,714 

Ⅵ経理区分振替額 0 － 0 

Ⅶ当期正味財産増減額 945,714 － 945,714 

Ⅷ前期繰越正味財産額 1,574,578 － 1,574,578 

Ⅸ次期繰越正味財産額 2,207,404 － 2,207,404 

 

 

Ⅰ資産の部   Ⅱ負債の部  

 １．流動資産 67,182,855   １．流動負債 67,182,855 

 ２．固定資産 2,207,404   ２．固定負債 0 

    負債合計 67,182,855 

    Ⅲ正味財産の部  

     正味財産合計 2,207,404 

 資産合計 69,390,259  負債及び正味財産合計 69,390,259 

 

 

 

■ 監査の実施  □監事監査  

 

平成22年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

■ 準拠している会計基準  □ＮＰＯ法人会計基準 

  

✓ 

■ 貸借対照表     平成23年３月31日現在 

■ 活動計算書／収支計算書 

            □その他（その会計基準名）……… 

✓ 


